事故等対応マニュアル
横浜いずみ学園

１、目的
　このマニュアルは横浜いずみ学園において、子どもの処遇に関わる事故が発生した場合、的確に把握し、適切な対応が行えるよう定める。また事故等の未然防止を図るための必要な事項を定める。

２、事故対応の原則

　１）事故が軽微な場合

　事故等の発生をつかんだ職員は、口頭（電話）により主任に報告し、必要な指示を受ける。不在の場合、園長（管理職）若しくはリーダーが処理する。夜間については、当直職員が情報を把握、判断するとともに、翌日の申し送りで確実に報告するものとする。なお、当該事故については、当直日誌に記載し生活記録にも記録するものとする。

　２）事故が重大な場合

　事故等の発生をつかんだ職員は、直ちに事務室に口頭（電話）で報告する。その時点で勤務する園長（管理職）及び主任で対応を協議の上、必要な処置（含外部への緊急連絡）を行う。
　夜間については、当直職員が情報を把握し園長（管理職）及び主任は学園に向かうものとする。

　重大な事故に対しては、必ず園長宛に事故報告書を提出し、必要に応じて所管の児童相談所、所管課に事故報告書を提出する。事故報告書の作成は、当該事故の発生をつかんだ職員の協力を得ながら、子どもを担当する職員が行う。その際、原因を探り同様の事故の再発防止に活かせるものにする。
３、事故の分類

　別表参照のこと

４、事故の未然防止のための報告

　事故には至らなくても、事故につながる危険性を感じた場合、申し送りでの報告、園長（管理職）若しくは主任への報告をすること。

５、外部への手続き

　１）家族に対しては、速やかに事故の原因、状況等を十分に説明をし、必要に応じて担　

　　当ケースワーカーの立会いを求めるものとする。

　２）子どもを措置した児童相談所又は所管課へは、口頭又は書面での報告を行う。

６、個別対応例

　１）子どもの無断外出・外泊への対応
　初期の見極め

　　・子どもの持ち物（服装、大切な物）、原因、意思、友人関係、行動傾向等を確認

　　・周りの職員、リーダー、担当、職員室への連絡

　昼間の場合

　　・園長（管理職）、主任、担当で協議の上捜索の方針を立て、関係機関（児童相談所、

保護者、学校等）へ連絡をし。申し送りノートにも記載する。

・園内の他児に悟られないよう慌てず、冷静に行動し、動揺を防ぐ。

　夜間の場合

　　・園内にいないことを確認した後、園長（管理職）若しくは主任、担当に連絡、相談

する。所管の児童相談所に連絡しケースワーカーに連絡を取ってもらうとともに、応

援可能な職員に連絡する。
・当直職員は園内の通常業務を行い、初動以降の対応は園長（管理職）、担当、出勤し

た職員に任せる事。但し情報共有は欠かさないこと。

・戸塚警察署　生活安全課（８６２－０１１０）に一時保護願を提出。

　※不明日時、場所、措置前住所・保護者氏名、電話番号、生年月日、身長、体重、

頭髪、服装（上衣、下衣、履物）、所持金、写真、不明前後の状況等→異常の情報を

メモして持参。職員の身分証明（名刺等）も必要。

※捜索願は提出から２４時間後再度提出、保護者から出してもらう場合もあります。
　翌日の動き

　　・当直職員が学校への申し送りの際に報告。

　　・当直職員、担当からの朝の申し送りで報告、今後の対応を協議。
　　・状況に応じて担当が警察、児童相談所、保護者に連絡。

　２）病気や怪我への対応

　　（昼間）

　　病気や怪我を発見した職員は看護師、医師に報告し、指示に従う。

　　（夜間）
　　当直者は電話で医師に報告し指示に従う。

　　受診は西横浜国際総合病院（０４５－８７１－８８５５）へ連絡し、予約した上で救

　急外来に受診。（園内が手薄にならないよう応援を求める。）

※このマニュアルに定めのない事項については、園長が別に定める。

附　則

　このマニュアルは平成１６年１２月２８日から施行する。

児童養護施設等における事故等の取扱い要領

１　趣　旨

　　近年、施設におけるサービスの質の向上に向けて、苦情解決、第三者評価事業など　

　が定着してきているが、一方で、被虐待児等処遇の難しい児童の入所が増加しており、

その保護者への対応も困難であることなどから万が一深刻な苦情、入所児童の重篤な

負傷等（以下「事故等」という。）が発生した場合に迅速かつ適切に解決を図ることが大きな課題になっている。

　　事案によっては、施設内のみの対応では限界が生じ、児童相談所及び本庁所管課（以

下「児童相談所等」という。）と情報を共有化し綿密な連携のもと対応しなければなら

ないことから、ここに児童福祉施設における事故等への対応に係わる取扱を定める。

２　児童相談所等との連携
　　児童養護施設等において、児童相談所等が承知しておくべき事故等が発生した場合は、

まず速やかに児童相談所等へ速報し、必要に応じて保護者へ連絡する上での協議等を行

う。その後も児童相談所等とは必要な連絡や情報交換を密に行い、迅速且つ適切な解決

に結びつくよう連携を図るものとする。
　なお、重大な事案及び対外的な問題に発展するおそれのあるものについては、事態が明らかになった段階で速やかに児童相談所等へ定められた書面による報告を行う。

３　書面による報告

（１）入所（一時保護受託を含む）児童に係わる事項
　　様式１により児童を措置している児童相談所へ報告する。ただし、児童の死亡の場合

　は照会報告書（30号様式）を使用する。
（２）施設の管理運営に係わる事項

　　様式２により本庁所管課へ報告する。ただし児童の被害を確認した場合（１）同じ。
４　その他

（１）対象施設

　　この要領は、児童相談所の措置による施設を対象とする。したがって保育所や母子生

活支援施設は対象としない。

　　また、この要領で定める書面による報告については、当面次のとおりとする。
　ア　県児童相談所が措置している入所児童に係わる事故等については、政令市所管施設

　　も対象とする（県所管においては一時保護も含む）。

　イ　施設の管理運営に係わる事項については、県児童福祉課所管施設のみを対象とする。

（２）報告対象事故等

　　　児童養護施設等で発生する事故等は多種多様であり、その程度も様々であるが、児

童相談所等への報告対象及び方法の概要は別紙のとおりとする。
附則

この要領は、平成１４年１月１日より施行する。
事故報告書の使用にあたって
１　　施設所管ごとの報告方法

　
	施設所管
	報告事項
	報告先
	使用様式

	神奈川県
	県児童相談所の措置（一時保護）

による入所児童に関すること
	該当する児童相談所
	様式１

	
	施設の管理運営に関すること
	県児童福祉課
	様式２

	横浜市
川崎市
	県児童相談所の措置による入所

児童に関すること
	該当する児童相談所
	様式１

	
	施設の管理運営に関すること
	各市主管課
	各市主管課

と協議


２　特別な場合の記入要領

（１）集団によるものや被災等により同一内容の報告を複数児童（児童相談所）に対して行う場合は、概要欄は「別紙参照」とし、コピーした資料を添付すればよいものとする。

（２）備考欄には、添付資料や他の関係機関へ報告済みであればその旨を記載する。

（３）入院について、既存の入院報告書をすでに使用している場合は、引き続きその入院報告書の使用で差し支えないものとする。

（４）報告の要否に迷う場合は、県児童相談所または県児童福祉課と協議する。

（別表）
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軽微なもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　①報告不要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：居室のガラスを割った　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　転んですりむいた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②児相へ口頭報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：近隣への無断外出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万引、喫煙
	施

設

内

で

対

応


　　　（初期対応）　　　

重大なもの
　　　　児相に電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③児相へ書面報告[様式1]
　　　　必要により協議　　　　　　　例：薬物誤飲、骨折、入院

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　特記すべき問題行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※死亡については照会報告書を使用
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内
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はに

児よ

相り
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個別児童に

関するもの

児相に電話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④児相へ書面報告[様式1]
必要により協議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：交通事故、人権侵害行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　警察や弁護士が関与したもの
	施

設

内

ま連

た携

はに

本よ

庁り

と対

の応




管理運営に
関するもの

　　　　　本庁に電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤本庁所管課へ書面報告[様式2]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：災害、食中毒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法廷伝染病

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域とのトラブル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員の問題
事故対応の分類
	報告対応
事故分類　
	施設内対応
	児相連携対応
	所管課連携対応

	
	園内口頭報告　
	児相口頭報告

園内書面報告
	児相書面報告
	所管課書面報告

	(1)医療事故
	・園内処置

軽微な怪我

　　　打撲

　　　捻挫

　　　火傷
	・受診処置

負傷

打撲

火傷
誤飲食
	・受診処置

負傷(縫合処置他重症)

骨折

入院

薬物誤飲食
	・受診処置
食中毒

法定伝染病

	(2)交通事故
	
	
	・受診処置
	

	(3)性的トラブル
	性的遊戯
(年少児のいたずら程度)
	性的悪戯
	援助交際・売春
性的異性交遊

猥褻行為・強姦

(性的暴力)

妊娠
	

	(4)事件

	ケンカ
暴言暴力

悪戯

いじめ

不良娯楽

不良交友

器物破損

物の紛失

無断外出

(繰返し、指導にのらない場合、児相に報告)
	暴行・たかり
悪質ないじめ

怠学

喫煙・飲酒

万引き

盛り場徘徊

無断外泊

(「一時的所在不明者」届を出した場合のみ、無外用書式に記載し提出)
	傷害・恐喝・窃盗
脅迫・詐欺・横領

住居侵入・放火

ガス・シンナー吸引

睡眠薬・覚醒剤

麻薬等乱用

不良団加盟

人権侵害行為

無断外出・無断外泊

・不良行為・触法行為事件

・警察、弁護士の関与事件
	・外的に問題に発展する恐れがある事件
・警察、弁護士、マスコミ等関与事件

	(5)災害

	
	
	
	・地震台風等天災
・火災、ガス事故

・建物崩壊　　　他

	(6)トラブル


	
	・保護者とのトラブル

・学校におけるトラブル
	・地域トラブル


